
 

           平成２５年１０月１１日  

日本原子力発電株式会社   

 

敦賀発電所 原子力事業者防災業務計画修正に伴う 

関係自治体との協議の開始について 

 

当社は、原子力災害対策特別措置法※１（以下､｢原災法｣という。）に関わる命

令等の改正※２ならびに原子力災害対策指針の改訂※３が行われたことに伴い、敦賀

発電所の原子力事業者防災業務計画※４の修正案を取りまとめ、本日、関係自治体

との協議を開始しましたので、お知らせいたします。 

 

１．協議対象の関係自治体 

  福井県、敦賀市、滋賀県、岐阜県 

 

 ２．原子力事業者防災業務計画修正案の概要 

   ・原子力災害対策指針で求められる緊急時活動レベル（ＥＡＬ）に基づき、

「警戒事象」※５、「特定事象」※６および「緊急事態事象」※７を判断す

るための事象リストを新たに追加。 

・警戒事象が発生した場合、原子力防災管理者（発電所長）は、国、自治

体等へ連絡することを追加。 

・警戒事象が発生した場合および国から警戒事態の連絡があった場合に、

発電所にて警戒体制を発令し、発電所および本店にて警戒本部を設置す

ることを追加。 

 

 ３．原子力事業者防災業務計画の修正予定日 

   平成２５年１２月１９日（木） 

 
  ※１：原子力災害対策特別措置法（原災法） 

      平成１１年９月３０日に発生したＪＣＯウラン加工施設での臨界事故を契機として、同年１２

月、原子力防災対策を強化するために制定された。その後、東日本大震災の教訓を踏まえて国の

対策本部の強化等を行うために、平成２４年６月に改正された。 

 

※２：原災法関係の命令等の改正（主要なもの） 

平成２５年９月６日改正の原災法施行令において、原災法第１５条の原子力緊急事態宣言を発

すべき事象について、放射線測定設備等で１時間当たり500 マイクロシーベルトであったものを、

１時間当たり５マイクロシーベルトに、また、同日改正の通報事象等規則において、原災法第１

０条および第１５条で規定するプラント事象の一部が、平成２５年２月に改訂された原子力災害

対策指針の“当面の緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）”に合致するよう見

直しされた。 

平成２５年９月１２日改正の通報事象等規則において、同年９月５日改訂の原子力災害対策指

針の“ＥＡＬの枠組み”で規定された施設敷地緊急事態の事象および全面緊急事態の事象に整合

するよう、原災法第１０条の事象および原災法第１５条の事象が見直されるとともに、同日改正

の防災業務計画等命令において、原子力防災資機材にエリアモニタを追加するなどの改正がなさ

れた。 

 

 



 

※３：原子力災害対策指針の改訂 

原災法第６条の２に基づき、関係機関が原子力災害対策を円滑に実施するため国が定める指針

であり、予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ: Precautionary Action Zone）、その区域での

防護措置を実施するための基準である緊急時活動レベル（ＥＡＬ）、緊急時防護措置を準備する

区域（ＵＰＺ: Urgent Protective Action Zone）、その区域等で防護措置を実施するための基準

である運用上の介入レベル（ＯＩＬ: Operational Intervention Level）などを定めるため、平

成２４年１０月に制定された。 

平成２５年９月の改訂で、“当面のＥＡＬ”が“ＥＡＬの枠組み”に変更されるとともに、原

子力事業者防災業務計画に反映することが求められた。 

  

 ※４：原子力事業者防災業務計画 

原災法第７条に、原子力事業者は原子力事業者防災業務計画を作成すること、および、毎年こ

の計画に検討を加え、必要に応じて修正することが定められている。また、同条第２項では、修

正しようとするときは、あらかじめ所在都道府県知事、所在市町村長および関係周辺都道府県知

事と協議することが定められている。 

原子力事業者防災業務計画には、関係箇所への速やかな通報、災害の拡大防止、環境放射線モ

ニタリングの実施など必要な業務を定めている。 

 

※５：警戒事象 

原子力施設における異常事象の発生又はそのおそれがある段階の事象。 

 

※６：特定事象 

原子力施設において、公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象。 

（原災法第10 条の事象） 

 

※７：緊急事態事象 

原子力施設において、公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象。 

（原災法第15 条の事象） 

 
 
 

別紙：敦賀発電所 原子力事業者防災業務計画修正案の概要 

 

以  上 



 

別 紙 

敦賀発電所 原子力事業者防災業務計画修正案の概要 

章 内容 修正案の概要（主要なもの） 

第１章 
総則 

原子力事業者防災業務計画
の目的、定義、基本構想、
運用、修正方法等 

＜第２節＞ 
・緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の定義を追加。 
・関係周辺市町村の定義に、協議対象の各自治体の
地域防災計画で指定された市町村名を追記。 

＜第３節＞ 
・原子力災害対策指針等に合わせ、「原子力災害予
防対策」を「原子力災害事前対策」に、「原子力
災害事後対策」を「原子力災害中長期対策」に修
正。 

第２章 
原 子 力 災
害 事 前 対
策 

原子力災害に備え事前に行
う体制の整備、原子力防災
資機材の整備、原子力緊急
事態支援組織との連携、原
子力防災教育および訓練の
実施等 

＜第１節、第２節＞ 
・警戒事象が発生した場合および国から警戒事態の
連絡があった場合に、発電所にて警戒体制を発令
し、発電所および本店にて警戒本部を設置するこ
とを追加。 

＜第２節＞ 
・警戒体制発令時の非常招集の方法について追加。

第３章 
緊 急 事 態
応 急 対 策
等 

ＥＡＬにより発生事象を連
絡・通報した場合等の、迅
速かつ円滑な応急対策を行
うための施設の立上げ、連
絡・通報、体制の確立、な
らびに情報の収集と伝達、
応急措置の実施、関係機関
への要員派遣および資機材
の貸与等 

＜第１節＞ 
・警戒事象が発生した場合、原子力防災管理者（発
電所長）が、国、自治体等へ連絡することを追加。

＜第１節、第３節＞ 
・原子力災害対策指針で求められる緊急時活動レベ
ル（ＥＡＬ）に基づき、「警戒事象」、「特定事
象（原災法第10 条事象）」および「緊急事態事
象（原災法第15 条事象）」を判断するための事
象リストを新たに追加。 

＜第１節＞ 
・応急措置の概要報告の様式を、(社)日本電気協会
電気技術指針（原子力発電所の緊急時対策指針）
に示された様式に変更。 

＜第２節＞ 
・対策本部要員の安定ヨウ素剤予防投与基準を、原
子力規制庁の「安定ヨウ素剤の配布・服用に関す
る解説書」（平成 25 年 7 月 19 日作成)を踏まえ
見直し。 

第４章 
原 子 力 災
害 中 長 期
対策 

原子力緊急事態解除宣言が
あった以降の中長期対策を
行うための計画の策定、復
旧対策の実施、被災地域復
旧のための関係機関への要
員派遣および資機材の貸与
等 

＜第１節＞ 
・原子力災害対策指針等に合わせ、｢原子力災害事

後対策｣を｢原子力災害中長期対策｣に修正。 

第５章 
その他 

他の原子力事業者で原子力
災害が発生した場合の要員
派遣および資機材提供等 

― 

 


